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１．はじめに
パリ協定の発効を受け、カーボンプライシングへの関心が世界的に再び高まっている。日本国内でも長期の削減目標が決定され、効率的な削減策としてカーボンプライシングの重要性が再認識されつつある。しかしながら、日本における排出量取引の導入は東京都と埼玉県にとどまっている。また、地球温暖化対策税が導入されているが低率のままである。
　そこで、カーボンプライシングを国内で実施する際の具体的な制度オプションについて、二重の配当政策がもたらす家計への影響を分析する。パリ協定を遵守しようとすると、大幅な二酸化炭素の排出量の削減が求められる。それに対応して、大規模なカーボンプライシング（例：炭素税）という形で、大きな負担が社会に生じる。しかし、例えば、炭素税収という形で政府税収が生じるため、その税収を家計に還元すれば負担は相殺される。カーボンプライシングの実現可能性を検討するにあたって、家計への還元を検討することは意義がある。
２．分析方法

　本研究では、ケーススタディーによって、カーボンプライシングによる政府収入を、特に社会保障制度を通じて家計に還元した場合の影響を検討する。社会保障制度は複雑であり、制度改革による家計への影響は、世帯タイプによって異なることになる。そこで、いくつかの世帯タイプを想定しつつ、社会保障制度を通じた政府税収の還元を検討する。社会保障制度のうち、特に社会保険制度（年金・医療・介護）に絞って検討する。
　公的年期制度では、特に１階部分に相当する国民年金制度を通じた還元を検討していく。公的年金制度は２階建てで構成されているが、２階部分を有しているのは厚生年金保険制度だけである。そのため、公平性の視点から、普遍性の高い国民年金制度を通じた還元による家計への影響を試算する。還元方式としては社会保険料負担の軽減を想定しており、世帯タイプの違いを考慮しつつ家計への影響を試算する。
　公的医療保険制度においては、制度が年齢や職域などによって完全に分立しているため、試案として、後期高齢者医療制度への還元を意図する。日本の公的医療保険制度の財政上の仕組みとして、各制度から後期高齢者医療制度への支援金が存在しているため、当該制度への還元は各制度による支援金の減少を通じて、被保険者の社会保険料負担が軽減されることになる。この社会保険料負担の軽減を家計への影響として世帯タイプごとに試算する。また、自己負担の減少という側面からも検討を加える予定である。
　介護保険制度では、公的医療保険制度と同様に社会保険料負担の減少という側面から家計への影響を試算する。介護保険制度の被保険者は、第1号被保険者（65歳以上の者）および第2号被保険者（40歳以上64歳以下の公的医療保険の被保険者）に分かれており、財政上における社会保険料負担の仕組みが異なる。世帯タイプごとに社会保険料負担軽減による家計の影響を試算する。また、自己負担の減少という側面からも検討を加える予定である。
　
３．分析結果

　予想される分析結果として、いずれの制度を通じて還元するかによって、世帯タイプごとに家計への影響は異なることになる。
　公的年金制度では、普遍性の高い国民年金制度を通じた社会保険料負担の軽減を意図しているため、家計への影響については、比較的に世帯タイプごとでバラつきは少なくなる。ただし、第1号被保険者と第2号被保険者では、社会保険料負担の仕組みが異なるため、家計への影響も異なる。
　公的医療保険制度では、支援金の仕組みに基づいて政府収入が各制度に還元されるので、各制度ごとの負担軽減は公平であるが、保険料徴収の仕組みは制度ごとに異なり、さらに国民健康保険制度の場合には地域ごとに異なる。そして、自己負担の減少については、医療需要の高い高齢者を抱える世帯の家計負担が主に減少する。
　介護保険制度では、第1号被保険者（65歳以上の者）および第2号被保険者（40歳以上64歳以下の公的医療保険の被保険者）に分かれているため、家族構成員の年齢が若い世帯タイプでは家計負担減少の恩恵は少ないか全くなく、一方で家族構成員の年齢が高い世帯タイプに恩恵が集中することになる。そして、自己負担の減少については、介護サービスへの需要が特に高まる後期高齢者を抱える世帯での家計負担が減少する。
４．結論

パリ協定の発効を受けて、日本でも長期の削減目標に向けてカーボンプライシングの本格的な検討が進められている。カーボンプライシングは、社会に大きな負担を及ぼすが、一方で、政府収入をもたらし家計に還元しうる。本研究では、社会保険制度である公的年金制度・公的医療保険制度・介護保険制度を通じた家計への影響を、想定する世帯タイプごとに試算している。いずれの制度を通じて還元をするかで、世帯タイプごとに影響は異なる。今後の課題としては、家計負担の減少による労働供給、消費支出ひいては経済成長への影響といった二重の配当の検討、効率性と公平性の視点から、いずれの制度を通じてカーボンプライシングによる政府収入を社会に還元すべきかを検討していくことであろう。
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